
（６）財務諸表に係る注記 

平成３０年度 

自 平成３０年４月１日 

至 平成３１年３月３１日 

令和元年度（平成３１年度） 

自 平成３１年４月１日 

至 令和２年３月３１日 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産の減価償却の方法 

①行政財産、普通財産及びリース資産 

定額法により残存価額１円まで減価償却

を行っています。「板橋区固定資産台帳

運用基準」において耐用年数や資産を取得

した翌年度から減価償却を開始することを

定めています。 

 

②重要物品 

定額法により残存価額１円まで減価償却

を行っています。耐用年数は「物品名鑑耐

用年数対応表」で定めています。また「板

橋区固定資産台帳運用基準」において、

資産を取得した翌年度から減価償却を開始

することを定めています。 

 

③インフラ資産 

定額法により残存価額１円まで減価償却

を行っています。「板橋区固定資産台帳

運用基準」において耐用年数や資産を取得

した翌年度から減価償却を開始することを

定めています。ただし、道路の舗装部分等

のうち取替資産については、部分的取替に

要する支出を費用として処理する方法を採

用しています。 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産の減価償却の方法 

①行政財産、普通財産及びリース資産 

 

 

同 左 

 

 

 

②重要物品 

 

 

 

同 左 

 

 

 

③インフラ資産 

 

 

 

同 左 

 

 

 

 

（２）ソフトウェア資産の減価償却の方法 

定額法により残存価額をゼロ円まで減価

償却を行っています。耐用年数は５年と

し、資産を取得した翌年度から減価償却を

開始することとしています。 

（２）ソフトウェア資産の減価償却の方法 

 

同 左 

 

 



平成３０年度 

自 平成３０年４月１日 

至 平成３１年３月３１日 

令和元年度（平成３１年度） 

自 平成３１年４月１日 

至 令和２年３月３１日 

（３）有価証券及出資金の評価基準及び 

評価方法 

区が保有する外郭団体等の株式及び出資

金等を取得原価により計上しています。 

（３）有価証券及出資金の評価基準及び 

評価方法 

同 左 

（４）引当金の計上基準 

①不納欠損引当金 

特別区民税、使用料等の収入未済の一部

については、時効の完成等によって不納欠

損となる可能性があるため、過去５か年の

不納欠損実績等により不納欠損実績率を算

定し、年度末の収入未済金額に乗じた額を

不納欠損引当金として計上しています。ま

た、個々の債権の状況に応じた、より合理

的な算定方法が存在する場合には、当該方

法により引当金を計上しています。 

 

②貸倒引当金 

貸付金の一部については、返済免除又は

減免となる可能性があるため、過去５か年

の貸倒実績等により貸倒実績率を算定し、

年度末の貸付金額に乗じた額を貸倒引当金

として計上しています。また、個々の債権

の状況に応じた、より合理的な算定方法が

存在する場合には、当該方法により引当金

を計上しています。 

 

③賞与引当金 

規則等により支給される期末手当及び勤

勉手当については、翌会計年度に支払うこ

とが予定されているもののうち、当期の負

担相当額並びに当期の負担相当額に係る法

定福利費相当額を賞与引当金として計上し

ています。 

（４）引当金の計上基準 

①不納欠損引当金 

 

 

 

 

同 左 

 

 

 

 

 

②貸倒引当金 

 

 

 

 

同 左 

 

 

 

 

③賞与引当金 

 

 

同 左 

 

 

 



平成３０年度 

自 平成３０年４月１日 

至 平成３１年３月３１日 

令和元年度（平成３１年度） 

自 平成３１年４月１日 

至 令和２年３月３１日 

④退職給与引当金 

退職手当については、当年度末に在籍す

る一般職及び特別職の全員が自己都合によ

り退職するとした場合の退職手当要支給額

を退職給与引当金として計上しています。 

④退職給与引当金 

 

同 左 

 

 

（５）その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

①固定資産の計上基準 

行政財産、普通財産、重要物品、インフ

ラ資産、リース資産及びソフトウェア資産

の貸借対照表の価額は、取得原価により計

上しています。 

 

②財務諸表の金額の表示 

会計間の繰入繰出額を相殺控除した金額

で表示しています。また、行政コスト計算

書では引当金の繰入と戻入に係る金額が発

生した場合は、引当金の繰入額と、その他

特別収入の引当金の戻入額に相当する金額

とを相殺して表示しています。 

（５）その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

①固定資産の計上基準 

 

 

同 左 

 

 

②財務諸表の金額の表示 

 

 

同 左 

 

 

 

２ 重要な会計方針の変更 

（１）会計処理の原則又は手続の変更 

――――――― 

（※当期、該当の無い事項を「－」で表し

ています。以下同じ。） 

２ 重要な会計方針の変更 

（１）会計処理の原則又は手続の変更 

――――――― 

 

（２）表示方法の変更 

――――――― 

（２）表示方法の変更 

――――――― 

 

３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

――――――― 

３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

――――――― 

 



平成３０年度 

自 平成３０年４月１日 

至 平成３１年３月３１日 

令和元年度（平成３１年度） 

自 平成３１年４月１日 

至 令和２年３月３１日 

（２）組織・機構の大幅な変更 

――――――― 

 

（２）組織・機構の大幅な変更 

――――――― 

（３）地方財政制度の大幅な改正 

――――――― 

 

（３）地方財政制度の大幅な改正 

――――――― 

 

（４）重大な災害等の発生 

――――――― 

 

（４）重大な災害等の発生 

 新型コロナウイルス（COVID-19）感染

拡大防止のため、令和２年４月７日に新型

インフルエンザ等対策特別措置法に基づく

緊急事態宣言が発令された影響で、地方税

の徴収猶予の特例制度による地方税収入の

減少、関連経費の臨時支出等が見込まれて

います。 

（５）その他重要な後発事象 

――――――― 

 

（５）その他重要な後発事象 

――――――― 

 

 

 

４ 偶発債務 

（１債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの 

   － 

 

(２)係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの 

   － 

 

５ 追加情報 

（１）出納整理期間 

財務諸表の作成基準日は、令和 2 年 3 月 31 日時点としていますが、会計年度終

了後から地方自治法第 235 条の 5 に定める 5 月 31 日の出納閉鎖までを出納整理期

間とし、出納整理期間における歳入及び歳出並びにこれに伴う資産及び負債の増減等

を反映した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

  



（２）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

①引当金明細 

 

②引当金繰入額・その他特別収入 

 各会計合算行政コスト計算書においては、各会計を合算した結果、引当金の繰入と戻

入に係る金額が発生しているため、各会計の合算金額から繰入額と戻入相当額（その他

特別収入）に係る以下の金額を相殺控除した金額で表示しています。 

  

その他特別収入 94,153

財務諸表 勘定科目（借方） 金額（円） 勘定科目（貸方） 金額（円）

行政コスト計
算書

不納欠損引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

93,729

424

1,798,191,711

1,757,704,273 1,819,835,683

23,763,173,877

減少額

1,819,835,683

1,187,211,401

2,832,407,290

1,757,704,273

93,729

424

0

0

6,089,091

令和元年度開始時
残高

不納欠損引当金

貸倒引当金

退職給与引当金

賞与引当金

24,797,389,456

1,192,943,793

6,089,515

目的利用 その他

1,342,181,017 1,347,819,680

5,486,075 5,486,075

増加額
令和元年度末

残高



③会計間の繰入・繰出 

会計間の繰入繰出額は以下のとおりです。各会計合算財務諸表では、それぞれ相殺控 

除した金額で表示しています。 

 

 

④利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

  149,081,816 円 

 

⑤繰越事業に係る将来の支出予定額 

  279,484,456 円 

 

⑥一時借入金等の実績額等 

  － 

 

６ その他 

（１）貸借対照表関係 

①固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産及び無形固定資産附属明細書に記載しているため、省略します。 

0

内
訳

国民健康保険事業特別
会計

6,471,500,560

行政コスト
計算書

キャッシュ
・フロー計

算書

行政費用　繰出金
（一般会計）

財務諸表 勘定科目（支出）

国民健康保険事業特別
会計

行政サービス活動支出繰出金
（一般会計）

後期高齢者医療事業特別
会計

介護保険事業特別会計
内
訳

東武東上線連続立体化
事業特別会計

6,471,500,560

財務諸表 勘定科目（借方）

国民健康保険事業特別
会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別
会計

金額（円）

行政費用　繰出金
（特別会計）

937,059,126
行政収入　繰入金
（特別会計）

18,155,986,960

金額（円） 勘定科目（貸方）

5,578,603,400

6,105,883,000

937,059,126

国民健康保険事業特別
会計

東武東上線連続立体化
事業特別会計

0

行政サービス活動支出繰出金
（特別会計）

937,059,126
行政サービス活動収入繰入金
（特別会計）

676,187,000

165,670,061

95,202,065

18,155,986,960
行政収入　繰入金
（一般会計）

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別
会計

東武東上線連続立体化
事業特別会計

0

内
訳

内
訳

金額（円）

18,155,986,960

18,155,986,960
行政サービス活動収入繰入金
（一般会計）

5,578,603,400

6,105,883,000

937,059,126

95,202,065

介護保険事業特別会計

676,187,000

165,670,061

後期高齢者医療事業特別
会計

金額（円） 勘定科目（収入）

0
東武東上線連続立体化
事業特別会計



②有価証券及出資金及び貸付金の内訳 

 

 

③特別区債及び借入金の償還予定額 

貸借対照表の流動負債に令和 2 年度償還予定額（短期）を、固定負債に令和 3 年度以

降の償還予定額（長期）をそれぞれ掲載しています。 

 

④その他債権の内訳 

   － 

 

⑤歳計外現金の残高 

令和 2 年 3 月 31 日現在の歳計外現金の残高は、5,695,008,023 円です。 

 

  

貸付金 3,482,648,032 123,776,975 3,606,425,007

金額（円）

区分
板橋区の外郭団体に対す
るもの

その他のもの 合計

有価証券及び出資金 1,310,000,000 79,399,392 1,389,399,392



（２）行政コスト計算書関係 

①収入科目の内容及び計上基準 

 

 

  

内容及び計上基準

地方税

特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税、入湯税について収入
した額を計上

地方譲与税

地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税及び地方道路譲与税につい
て収入した額を計上

地方特例交付金

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方
公共団体の減収を補てんするために交付された額を計上

その他交付金等

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消
費税交付金、自動車取得税交付金、交通安全対策特別交付金等に
ついて収入した額を計上

特別区財政調整交付金 特別区財政調整交付金について収入した額を計上

保険料

国民健康保険事業特別会計における国民健康保険料、介護保険事
業特別会計における介護保険料及び後期高齢者医療特別会計にお
ける後期高齢者医療保険料について収入した額を計上

国庫支出金 国庫支出金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上

都支出金 都支出金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上

分担金及負担金

分担金及負担金のうち行政サービス活動に充当された額並びに国
民健康保険事業特別会計の療養給付費等交付金、前期高齢者交付
金、共同事業交付金及び介護保険事業特別会計の支払基金交付金
について収入した額を計上

使用料及手数料 使用料及び手数料について収入した額を計上

財産収入 財産貸付収入等について収入した額を計上

諸収入(受託事業収入) 受託事業収入について収入した額を計上

諸収入 収益事業収入、物品売払代金等について収入した額を計上

寄附金 寄附金について収入した額を計上

繰入金

他会計からの繰入金のうち、行政サービス活動に充当された額を
計上

その他行政収入 上記以外の行政収入を計上

金融収入

受取利息及配当金  預金利子等について収入した額を計上

特別収入

固定資産売却益

固定資産（有価証券及出資金を除く。）の売却による収入額又は
債権額のうち、帳簿価額を上回る額を計上

その他特別収入 その他過年度損益修正益等を計上

科目

行政収入



②行政費用のうち物件費の内訳 

 

③投資的経費について 

行政費用の勘定科目として投資的経費があり、固定資産の取得原価に算入されないも

のを費用として計上しています。主に道路舗装等の取替資産の更新経費が計上されてい

ます。 

 

④その他特別収入及びその他特別費用の主な内訳 

その他特別収入のうち、その他過年度損益修正益は、496,571,303 円であり、その他

特別費用のうち、その他過年度損益修正損は、2,456,659,474 円です。 

 

（３）キャッシュ・フロー計算書関係 

①財務活動における特別区債収入の内訳 

  

勘定科目 金額（円）

      物件費 41,050,229,739

        委託料 29,381,354,193

        役務費 3,111,298,012

        需用費 4,145,258,775

        使用料及賃借料 3,688,376,800

        備品購入費 257,188,503

        その他物件費 466,753,456

名称 金額（円）

　体育施設整備事業起債 79,900,000

　合計 1,378,700,000

　道路整備事業起債 595,800,000

　学校施設建設事業起債 703,000,000



②行政コスト計算書の当期収支差額と、キャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動 

収支差額との差額 

 

（内訳） 

 

 

（４）純資産変動計算書 

  ①受贈財産評価額 

   主な内訳は、事業者から公共事業用として寄付を受けた土地 285,563,000 円などで

す。 

①有形固定資産の増減（A)

＜内訳＞

減価償却費

固定資産売却益

固定資産売却損

固定資産除却損

②事業活動に係る流動資産・負債の変動（B)

＜内訳＞

収入未済の増減

還付未済金の増減

③その他非現金取引項目（C)

＜内訳＞

不納欠損引当金繰入額

不納欠損額

貸倒引当金繰入額

貸倒損失

賞与引当金繰入額

賞与引当金取崩額

退職給与引当金繰入額

退職給与引当金取崩額

その他非現金の収入・費用項目

④その他取引項目（D)

＜内訳＞

その他特別収入

その他特別費用

△ 4,638,528,056
金額（円）

△ 6,273,681,317

△ 1,819,835,683

1,757,704,273

△ 4,302,850,361

20,609,884

0

△ 356,287,579

△ 572,658,645

△ 1,342,087,288

△ 341,090,242

△ 2,457,262,674

（A)＋（B)＋（C)＋（D)

△ 5,485,651

△ 1,798,191,711

2,832,407,290

1,598,135,486

878,724,416

△ 1,941,219,032

516,043,642

△ 2,832,058

△ 574,096,774

1,438,129

△ 6,273,681,315

金額（円）

行政コスト計算書　当期収支差額

キャッシュ・フロー計算書　行政サービス活動収支差額

差額

14,822,109,970

21,095,791,285


